
 

告示第３１号 

坂城町ＵＩＪターン就業・創業移住支援金交付要綱（令和元年告示第６号）の一部を次の

ように改正する。 

 

令和 ７年 ６月 ５日 

坂 城 町 長 

 

第３条各号列記以外の部分中「創業」の次に「等」を加え、同条第１号エ中（ウ）を

（エ）とし、（イ）の次に次のように加える。 

（ウ） 申請者は、過去10年以内に申請者を含む世帯員として移住支援金を受給して 

いないこと。ただし、移住支援金を全額返還した場合や過去の申請時に18歳未満 

の世帯員だった者が、５年以上経過し、18歳以上となり、町長が認める場合を除 

く。 

第３条第２号ア（ウ）を削り、同号ア（エ）中「就業し、申請時に当該企業等に」を削り、

同号ア中（エ）を（ウ）とし、（オ）を（エ）とし、同号ア（カ）中「を超えて」を「以上

継続して」に改め、同号ア中（カ）を（オ）とし、（キ）を（カ）とし、同号イ（ウ）中

「を超えて」を「以上継続して」に改め、同号ウ中（イ）を（ウ）とし、（ア）の次に次の

ように加える。 

（イ） 移住先でテレワークにより勤務する（原則として、恒常的に通勤しない）こ 

ととし、かつ、週20時間以上テレワークを実施すること。 

第３条第２号エ（イ）中「企業に就業している者」を「者であること。」に改め、同号エ

（イ）ａ中「企業等」の次に「に就業している者」を加え、同号エ（イ）ａ（ｄ）中「法

人」の次に「等」を加え、同号エ（イ）ｂ中「企業」の次に「に就業している者」を加え、

同号エ（イ）に次のように加える。 

ｃ 農林水産業に従事している者 

ｄ 家業等に従事している者 

第３条第２号エ（ウ）ｂを削り、同号エ（ウ）ｃに後段として次のように加える。 

（この号エ（イ）ｃ及びｄを除く。） 

第３条第２号エ（ウ）中ｃをｂとし、ｄをｃとし、ｅに後段として次のように加える。 

（この号エ（イ）ｃ及びｄを除く。） 



 

第３条第２号エ（ウ）ｅを同号エ（ウ）ｄとする。 

第９条第１号イ中「申請日」を「交付申請日」に、「転出し、又は移住支援金の要件を満

たす職を辞した」を「転出した」に改め、同号中ウをエとし、イの次に次のように加える。 

ウ 移住支援金の交付申請日から移住支援金の要件を満たす職を辞した日までの期間が、

３年に満たない場合（第３条第１項第２号ウを除く。） 

第９条第２号中「移住支援金の申請日から、町外に転出し、又は移住支援金の要件を満た

す職を辞した日までの期間が、３年以上５年以内である場合」を削り、同号に次のように加

える。 

ア 移住支援金の交付申請日から、町外に転出した日までの期間が、３年以上５年以内

である場合 

イ 移住支援金の交付申請日から移住支援金の要件を満たす職を辞した日までの期間が、

３年以上５年以内である場合（第３条第１項第２号ウを除く。） 

様式第１号中「 



 

 



 

 



 

 

」を「 



 

 



 

 



 

 

」に改める。 

様式第２号を次のように改める。 



 

様式第２号の１（第６条関係） 

 

様式第２号の２《第１番目の段落〔〕》を次のように改める。 



 

 



 

 

様式第２号の２の次に次の１様式を加える。 



 

様式第２号の３（第６条関係） 

 



 

 

様式第３号及び様式第４号を次のように改める。 



 

様式第３号（第６条関係） 

 



 

様式第４号（第６条関係） 

 



 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 


